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浄
化
槽
は
、
日
本
独
自
の
技
術
に
よ
っ
て
、
経
済
性
、

効
率
性
に
極
め
て
優
れ
た
世
界
に
誇
れ
る
排
水
処
理
施

設
と
し
て
、下
水
道
な
ど
と
同
等
の
処
理
性
能
を
有
し
、

放
流
水
質
で
は
�
Ｏ
�
20
�
�
�
以
下
を
達
成
し
て
お

り
、
昨
今
で
は
中
国
な
ど
ア
ジ
ア
や
�
�
�
ッ
�
諸
国

な
ど
か
ら
も
非
常
に
高
い
注
目
を
集
め
て
い
る
。

　

浄
化
槽
の
利
点
に
は
い
く
つ
か
あ
げ
ら
れ
る
が
、
�

建
設
費
、
維
持
管
理
費
な
ど
「
経
済
性
」
や
、
�
今
後

の
整
備
面
で
の
「
効
率
性
」
に
優
れ
て
い
る
だ
け
で
な

く
、
昨
今
注
目
さ
れ
て
い
る
の
が
、
�
「
環
境
面
で
の

有
効
性
」
で
あ
り
、
さ
ら
に
は
、
�
地
震
な
ど
「
災
害

に
も
強
い
」
と
い
う
こ
と
は
、
あ
ま
り
知
ら
さ
れ
て
い

な
い
事
実
で
あ
る
。

　

前
述
の
よ
う
に
、
経
済
性
に
つ
い
て
は
、
片
や
下
水

道
は
１
㎞
の
管
を
引
く
た
め
に
約
１
億
２
，
０
０
０
万

円
と
い
う
莫
大
な
投
資
が
必
要
で
あ
る
の
に
対
し
、
浄

化
槽
は
管
渠
が
不
要
で
あ
る
だ
け
で
な
く
設
置
工
事
期

間
が
非
常
に
短
く
、
１
世
帯
あ
た
り
１
０
０
万
円
程
度

で
設
置
す
る
こ
と
が
出
来
、
そ
の
整
備
効
果
の
発
現
が

極
め
て
早
い
こ
と
は
最
大
の
特
徴
で
あ
る
と
い
え
る
。

　

ま
た
今
後
の
地
域
事
情
を
考
え
る
と
、
管
渠
を
持
た

な
い
浄
化
槽
は
、
人
口
密
度
の
小
さ
い
地
域
で
の
経
済

的
な
面
整
備
を
可
能
に
し
、
昨
今
、
問
題
視
さ
れ
て
い

る
逼
迫
し
た
地
方
の
財
政
状
況
の
中
に
お
け
る
生
活
排

水
処
理
対
策
と
し
て
、
そ
の
効
果
は
絶
大
で
あ
る
。

　

ま
た
、
環
境
面
で
は
、
下
水
道
が
一
箇
所
に
集
め
て

処
理
す
る
集
合
型
の
処
理
施
設
で
あ
る
の
に
対
し
、
浄

化
槽
は
汚
水
を
排
水
源
で
処
理
す
る
個
別
処
理
で
あ
る
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「
皆
さ
ん
方
は
破
産
会
社
の
従
業
員
で
あ
る
こ
と
を

自
覚
し
て
ほ
し
い
�
」

　

先
の
大
阪
府
知
事
選
で
当
選
し
た
橋
下
徹
大
阪
府
知

事
が
、初
登
庁
で
幹
部
職
員
ら
を
前
に
し
て
発
し
た
第
一

声
で
あ
っ
た
。

　

平
成
18
年
�
月
、
夕
張
市
が
財
政
破
綻
を
表
明
し
地

方
財
政
の
危
機
的
状
況
が
浮
き
彫
り
に
な
っ
て
以
来
、

全
国
各
地
か
ら
は
こ
う
し
た
財
政
難
に
あ
え
�
地
方
自

治
体
の
悲
痛
な
叫
�
声
が
聞
こ
え
て
き
て
い
る
。
数
年

前
で
あ
れ
�
、
極
め
て
�
�
ッ
�
ン
�
な
こ
の
発
言
も
、

現
在
１
，
０
０
０
兆
円
を
超
え
る

借
金
大
国
日
本


の
現
状
を
鑑
み
れ
�
、
至
極
当
然
の
発
言
に
受
け
止
め

ら
れ
て
し
ま
う
。

　

平
成
19
年
�
月
に
総
務
省
が
発
表
し
た
自
治
体
の
財

政
健
全
度
を
示
す「
実
質
公
債
費
比
率
」の
市
区
町
村
の
状

況
に
よ
る
と
、地
方
債
の
発
行
に
許
可
が
必
要
な

18
％

以
上

は
、
45
都
道
府
県
の
５
０
１
市
町
村
で
あ
る
こ

と
が
わ
か
っ
た
。
ま
た
都
道
府
県
別
で
は
実
質
公
債
費

比
率
18
％
以
上
の
市
町
村
の
割
合
が
高
い
の
は
、
島
根

の
１
０
０
％
が
全
国
で
も
最
高
で
、
他
の
中
国
地
方
各

県
で
は
鳥
取
が
63
・
２
％
、
岡
山
が
55
・
�
％
、
山
口
は

40
・
�
％
、
そ
し
て
広
島
は
27
・
３
％
と
な
っ
て
い
る
。

　

現
在
の
地
方
財
政
は
、
�
�
ル
経
済
崩
壊
後
と
ら
れ

た
景
気
対
策
に
よ
る
公
共
事
業
の
追
加
や
減
税
の
実
施

等
に
よ
り
、
借
入
金
残
高
が
累
積
し
極
め
て
厳
し
い
状

況
に
あ
る
こ
と
は
歪
め
よ
う
の
無
い
と
こ
ろ
で
あ
り
、

膨
れ
上
が
っ
た
借
金
は
、
今
後
ま
す
ま
す
、そ
の
元
利
償

還
に
よ
っ
て
地
方
財
政
を
圧
迫
し
、
今
す
�
に
で
も
財

政
破
綻
を
表
明
す
る
市
や
町
が
出
て
き
て
も
何
ら
不
思

議
の
な
い
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　

「
自
分
た
ち
の
町
は
大
丈
夫
だ
ろ
う
か
�
」「
本
当
に

税
金
の
無
駄
遣
い
は
な
い
の
か
�
」「
無
駄
な
公
共
事
業

は
無
い
の
か
�
」
な
ど
、
当
然
、
不
安
が
頭
を
過
�
る
。

道
路
整
備
事
業
と
同
じ
く
公
共
事
業
の
代
表
格
と
称
さ

れ
る
下
水
道
事
業
に
目
を
向
け
て
み
る
と
、
そ
ん
な
不

安
が
現
実
の
も
の
と
な
っ
て
迫
っ
て
い
る
事
に
危
機
感

を
感
じ
�
る
を
得
な
い
。

　

決
し
て
下
水
道
事
業
が
悪
い
と
い
う
わ
け
で
は
な
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求められる地方の決断

く
、都
市
別
の
汚
水
処
理
施
設
の
整
備
状
況
を
み
る
と
、

18
年
度
末
で
人
口
５
万
人
以
上
の
都
市
が
85
・
�
％
で

あ
る
の
に
対
し
、
人
口
５
万
人
未
満
の
市
町
村
が
65
・

５
％
と
低
く
、今
後
の
施
設
整
備
の
対
象
が
、ま
す
ま
す

財
政
規
模
の
小
さ
い
中
山
間
地
域
の
市
町
村
に
移
行
し

て
い
く
こ
と
を
考
え
れ
�
、「
現
状
の
ま
ま
の
生
活
排
水

処
理
計
画
で
良
い
の
か
�
」「
見
直
し
を
行
う
必
要
が

あ
る
の
で
は
�
」「
浄
化
槽
で
面
整
備
は
出
来
な
い
の

か
�
」
そ
ん
な
疑
問
が
当
然
の
よ
う
に
湧
い
て
く
る
。

１
㎞
の
管
を
引
く
た
め
に
約
１
億
２
，
０
０
０
万
円
の

税
金
を
投
じ
、
そ
の
殆
ど
を
借
金
で
行
う
下
水
道
事
業

に
何
ら
不
安
を
抱
か
な
い
訳
は
無
い
。

　

特
に
全
国
の
人
口
５
万
人
未
満
の
市
町
村
で
は
過
疎

化
や
高
齢
化
が
進
み
、
�
�
ュ
�
�
�
の
維
持
な
ど
地

域
の
活
動
す
ら
ま
ま
な
ら
な
い
状
況
に
直
面
し
て
い

る
、
い
わ
�
る「
限
界
集
落（
65
歳
以
上
の
高
齢
者
が
自

治
体
総
人
口
の
過
半
数
を
占
め
る
状
態
）」と
い
わ
れ
る

地
域
が
今
後
急
速
に
増
え
る
と
推
測
さ
れ
、
そ
う
し
た

現
状
を
鑑
み
れ
�
、
一
刻
も
早
く
正
し
い
方
向
へ
と
舵

を
切
り
直
す

自
治
体
の
決
断

が
急
が
れ
る
と
こ
ろ

で
あ
る
。

　

下
水
道
事
業
に
係
る
財
政
負
担
は
、
地
方
自
治
体
に

と
っ
て
大
変
厳
し
い
。

　

平
成
17
年
度
の
全
国
の
下
水
道
事
業
の
汚
水
処
理
費

は
、
２
兆
２
，
３
０
�
億
円
で
あ
る
が
、
そ
の
う
ち
使
用

料
で
の
回
収
は
１
兆
３
，�
１
０
億
円
に
し
か
す
�
�
、

そ
の
差
額
８
，３
�
�
億
円
は
、市
町
村
の
一
般
会
計
か

ら
公
営
企
業
繰
出
金
と
し
て
処
理
さ
れ
て
い
る
こ
と

は
、
一
般
の
庶
民
で
あ
る
私
た
ち
が
あ
ま
り
知
り
得
な

い
と
こ
ろ
で
あ
る
。

　

下
水
道
の
汚
水
処
理
費
に
つ
い
て
は
、
使
用
料
収
入

を
は
じ
め
と
す
る
下
水
道
事
業
の
経
営
に
伴
う
収
入
で

賄
う
も
の
と
さ
れ
て
い
る
が
、現
実
の
と
こ
ろ
は
、平
成

17
年
度
経
費
回
収
率
は
62
・
�
％
（
東
京
な
ど
大
都

市
も
含
�
）で
あ
り
、残
り
�
割
程
度
は
一
般
会
計
か
ら

補
填
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
な
る
。
つ
ま
り
、
こ
の
こ
と

は
下
水
道
�
�
ビ
ス
を
受
け
て
い
な
い
住
民
か
ら
す
れ

�
、
他
の
公
共
�
�
ビ
ス
の
予
算
が
削
ら
れ
て
下
水
道

事
業
に
当
て
ら
れ
て
い
る
こ
と
と
同
じ
で
あ
り
、
間
接

的
に
下
水
道
料
金
を
負
担
し
て
い
る
こ
と
と
な
る
の
で

あ
る
。

　

ち
な
み
に
、財
政
再
建
団
体
と
な
っ
た
夕
張
市
で
も
、

下
水
道
事
業
が
お
こ
な
わ
れ
て
い
た
。

　

平
成
17
年
度
で
の
内
訳
は
、
下
水
道
普
及
率
28
・

３
％
、
処
理
経
費
が
３
億
３
，
３
�
�
万
円
、
使
用
料

収
入
が
５
，
８
２
０
万
円
、
経
費
回
収
率
は
た
っ
た
の

17
・
�
％
で
あ
り
、
不
足
分
で
あ
る
残
り
の
２
億
７
，

５
�
�
万
円
は
夕
張
市
の
財
政
に
重
く
の
し
か
か
っ
て

い
た
こ
と
は
容
易
に
想
像
で
き
る
。

　

平
成
19
年
度
現
在
の
夕
張
市
で
は
、１
，�
７
０
円
で

あ
っ
た
下
水
道
料
金
は
２
，�
�
０
円
に
改
定
さ
れ
た
。

　

こ
う
し
た
問
題
は
、
も
は
や
夕
張
市
だ
け
の
問
題
で

は
な
い
。
今
後
、
施
設
整
備
の
主
な
対
象
と
な
る
の
が

人
口
５
万
人
未
満
の
市
町
村
で
あ
る
こ
と
を
考
え
れ

�
、
ま
し
て
や
限
界
集
落
と
な
り
得
る
地
域
に
お
い
て

何
軒
の
家
が
存
在
す
る
の
で
あ
ろ
う
か
、ま
た
一
旦
、管

路
を
敷
け
�
そ
の
維
持
管
理
費
が
か
か
り
10
年
過
�
た

あ
た
り
か
ら
、
莫
大
な
管
路
の
再
工
事
費
も
必
要
と
な

り
、
そ
の
額
は
全
国
で
毎
年
２
兆
円
が
必
要
で
あ
る
と

も
推
計
さ
れ
て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
下
水
道
事
業
に
係
わ
る
地
方
財
政
の

逼
迫
し
た
状
況
は
極
め
て
深
刻
で
あ
る
。（
広
島
県
内

の
状
況
は�
表

�

１
�に
示
す
。）

　

い
う
ま
で
も
無
く
、
毎
年
一
般
会
計
か
ら
繰
出
金
を

出
し
続
け
る
現
状
の
中
、過
疎
化
・
高
齢
化
な
ど
、今
後

の
想
定
さ
れ
る
地
域
情
勢
の
変
化
を
考
え
れ
�
、
下
水

道
事
業
を
進
め
れ
�
進
め
る
ほ
ど
維
持
費
や
不
足
分
の

補
填
が
必
要
と
な
る
こ
と
は
避
け
ら
れ
�
、
計
画
人
口

２
万
人
の
町
が
下
水
道
事
業
を
行
な
っ
た
場
合
、
そ
の

全
国
平
均
は�
表

�

２
�
の
通
り
で
、
尚
且
つ
、
一
世
帯

が
支
払
う
本
来
の
下
水
道
料
金
は
年
間
18
万
円
と
な
る

こ
と
が
わ
か
る
。
こ
れ
は
、
浄
化
槽
７
人
槽
が
年
間
支

払
う
維
持
管
理
費
が
５
万
円
程
度
で
あ
る
こ
と
と
比
較

す
れ
�
実
に
３
・
�
倍
で
あ
る
。

　

平
成
13
年
の
参
議
院
予
算
員
会
で
は
、「
下
水
道
事
業

着
手
の
場
合
に
十
分
な
情
報
を
市
民
の
皆
さ
ん
の
負
担

を
含
め
て
お
知
ら
せ
す
る
必
要
が
あ
る
。」と
当
時
の
総

務
大
臣
の
答
弁
が
な
さ
れ
た
に
も
か
か
わ
ら
�
、
そ
の

実
態
は
な
か
な
か
一
般
に
は
伝
え
ら
れ
て
い
な
い
と
こ

ろ
に
も
、こ
う
し
た
問
題
の
一
因
が
あ
る
。

　

い
�
れ
に
せ
よ
、
今
地
方
の
決
断
が
求
め
ら
れ
て
い

る
と
強
く
感
じ
る
。
今
ま
で
の
延
長
線
上
に
立
ち
臭
い

も
の
に
は
蓋
を
し
な
が
ら
進
ん
で
い
く
の
か
。
そ
れ
と

も
、
大
き
く
舵
を
切
る
決
断
を
す
る
の
か
。
こ
の
こ
と

は
、
下
水
道
が
よ
い
か
浄
化
槽
が
よ
い
の
か
と
い
う
次

元
の
低
い
話
で
は
な
い
。
自
分
た
ち
の
町
が
10
年
先
、

30
年
、
50
年
、
１
０
０
年
と
存
在
し
得
る
の
か
、
ま
た
ど

う
自
分
た
ち
の
町
を
残
す
の
か
と
い
う
大
き
な
問
題
で

あ
り
決
断
の
と
き
で
あ
る
。

　

平
成
20
年
、時
代
の
転
換
期
、下
水
道
に
よ
る
生
活
排

水
処
理
の
時
代
か
ら
、
今
、
間
違
い
な
く
「
浄
化
槽
の
時

代
」に
入
っ
て
い
る
。

破
産
寸
前
！

財
政
逼
迫
の
地
方
自
治
体

浄
化
槽
推
進
の
メ
リ
ッ
ト
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【表－１】　平成 16年度　広島県内市町の財政状況一覧

市町名
起債
制限
比率

実質
公債費
比率

実質歳入 実質歳出 財源不足額
地方債

（一般会計）
下水道料金

不足額
地方債残高

（一般会計）
公営企業債残高（特別会計） 企業債に占める

下水道債の比率合　計 下水道企業債 上水道・簡易水道
病院等の企業債（Ａ） （Ｂ） （Ａ－Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｄ／Ｃ）

広 島 市
14.9％ 21.1％

4,634 億 9,540 万円 5,120 億 4,314 万円 － 485 億 4,774 万円 520 億 9,935 万円 － 412 億 3,109 万円 8,884 億 6,177 万円 7,258 億 1,568 万円 5,647 億 6,181 万円 1,610 億 5,387 万円 77.8％
○ 湯 来 町 30 億 8,868 万円 34 億 4,359 万円 － 3億 5,491 万円 3 億 2,390 万円 － 4,407 万円 44 億 4,686 万円 34 億 5,055 万円 15 億 3,873 万円 19 億 1,182 万円 44.6％
呉 市 11.9％ 14.2％ 1,014 億 1,310 万円 1,155 億 3,106 万円 － 141 億 1,797 万円 152 億 0,910 万円 － 55 億 5,454 万円 1,402 億 4,053 万円 1,161 億 4,975 万円 617 億 9,297 万円 543 億 5,678 万円 53.2％
竹 原 市 9.9％ 12.9％ 104 億 0,124 万円 113 億 7,390 万円 － 9億 7,267 万円 10 億 1,010 万円 0 105 億 5,806 万円 53 億 2,845 万円 37 億 5,485 万円 15 億 7,359 万円 70.5％
三 原 市 12.8％ 14.9％ 413 億 5,262 万円 478 億 8,396 万円 － 65 億 3,134 万円 61 億 7,820 万円 － 11 億 8,288 万円 668 億 4,724 万円 352 億 5,180 万円 195 億 4,578 万円 157 億 0,602 万円 55.4％
尾 道 市

12.7％ 15.0％
403 億 0,236 万円 464 億 5,674 万円 － 61 億 5,438 万円 58 億 7,130 万円 － 13 億 2,174 万円 560 億 6,870 万円 247 億 7,310 万円 122 億 1,392 万円 125 億 5,918 万円 49.3％

○ 因 島 町 92 億 1,582 万円 96 億 5,667 万円 － 4億 4,085 万円 7 億 6,440 万円 0 94 億 4,753 万円 12 億 5,336 万円 0 12 億 5,336 万円 0.0％
○瀬戸田町 37 億 1,280 万円 41 億 1,527 万円 － 4億 0,247 万円 5 億 0,250 万円 0 60 億 7,670 万円 9 億 0,742 万円 3 億 2,564 万円 5 億 8,178 万円 35.9％
福 山 市

13.2％ 15.4％
1,291 億 2,140 万円 1,367 億 5,888 万円 － 76 億 3,748 万円 110 億 9,530 万円 － 59 億 7,402 万円 1,560 億 4,307 万円 1,812 億 4,476 万円 1,125 億 5,250 万円 686 億 9,226 万円 62.1%

○ 神 辺 町 97 億 4,060 万円 109 億 9,294 万円 － 12 億 5,234 万円 13 億 2,020 万円 － 4億 6,521 万円 149 億 7,731 万円 59 億 1,354 万円 58 億 2,756 万円 8,598 万円 98.5％
府 中 市 10.5％ 16.4％ 169 億 4,879 万円 182 億 5,963 万円 － 13 億 1,084 万円 18 億 1,860 万円 － 8億 9,667 万円 223 億 9,330 万円 150 億 5,766 万円 83 億 4,685 万円 67 億 1,080 万円 55.4％
三 次 市 15.5％ 20.1％ 367 億 8,296 万円 454 億 8,375 万円 － 87 億 0,079 万円 100 億 3,597 万円 － 7億 4,051 万円 586 億 7,380 万円 351 億 4,157 万円 169 億 3,960 万円 182 億 0,197 万円 48.2％
庄 原 市 15.9％ 20.7％ 289 億 4,162 万円 371 億 3,587 万円 － 81 億 9,425 万円 66 億 9,210 万円 － 4億 6,194 万円 538 億 3,454 万円 183 億 7,498 万円 93 億 8,825 万円 89 億 8,673 万円 51.1％
大 竹 市 11.9％ 12.7％ 106 億 5,484 万円 119 億 3,777 万円 － 12 億 8,293 万円 17 億 5,060 万円 － 3億 8,318 万円 195 億 6,023 万円 237 億 4,066 万円 52 億 6,047 万円 184 億 8,019 万円 22.2％
東 広 島 市 13.3％ 16.1％ 563 億 0,005 万円 645 億 7,426 万円 － 82 億 7,421 万円 89 億 5,020 万円 － 20 億 0,660 万円 999 億 9,836 万円 436 億 1,566 万円 321 億 1,459 万円 115 億 0,107 万円 73.6％
廿 日 市 市

10.6％ 14.7％
267 億 0,573 万円 298 億 8,675 万円 － 31 億 8,102 万円 44 億 3,150 万円 － 14 億 1,279 万円 462 億 2,680 万円 205 億 7,030 万円 176 億 5,806 万円 29 億 1,224 万円 85.8％

○ 大 野 町 84 億 5,455 万円 94 億 5,344 万円 － 9億 9,889 万円 11 億 6,670 万円 － 7億 7,297 万円 103 億 3,272 万円 68 億 3,213 万円 66 億 4,015 万円 1 億 9,198 万円 97.2％
○ 宮 島 町 18 億 7,121 万円 20 億 2,340 万円 － 1億 5,219 万円 1 億 3,730 万円 － 4,969 万円 11 億 0,056 万円 2,289 万円 230 万円 2,059 万円 10.0％
安芸高田市 13.5％ 16.8％ 188 億 9,021 万円 245 億 2,232 万円 － 56 億 3,211 万円 56 億 4,690 万円 － 4億 6,196 万円 350 億 9,261 万円 134 億 8,933 万円 82 億 3,345 万円 52 億 5,589 万円 61.0％
江 田 島 市 12.5％ 15.2％ 151 億 0,086 万円 176 億 9,933 万円 － 25 億 9,847 万円 22 億 1,950 万円 － 4億 3,712 万円 208 億 0,377 万円 113 億 3,273 万円 71 億 3,272 万円 42 億 0,001 万円 62.9％
府 中 町 13.1％ 17.1％ 99 億 0,114 万円 113 億 2,554 万円 － 14 億 2,440 万円 11 億 6,210 万円 － 7億 9,848 万円 147 億 5,710 万円 95 億 9,385 万円 95 億 9,385 万円 0 100.0％
海 田 町 8.8％ 11.1％ 64 億 5,270 万円 85 億 5,410 万円 － 21 億 0,139 万円 20 億 1,770 万円 － 5億 3,911 万円 129 億 8,509 万円 105 億 4,428 万円 95 億 7,358 万円 9 億 7,071 万円 90.8％
熊 野 町 6.4％ 8.5％ 61 億 5,618 万円 73 億 1,194 万円 － 11 億 5,576 万円 12 億 0,990 万円 － 9,010 万円 61 億 7,514 万円 69 億 6,502 万円 67 億 3,956 万円 2 億 2,545 万円 96.8％
坂 　 町 11.7％ 14.1％ 45 億 0,030 万円 48 億 0,594 万円 － 3億 0,564 万円 4 億 1,290 万円 － 3億 9,499 万円 46 億 7,599 万円 63 億 1,113 万円 63 億 1,113 万円 0 100.0％
安芸太田町 11.4％ 18.0％ 79 億 7,732 万円 95 億 1,214 万円 － 15 億 3,482 万円 13 億 2,570 万円 － 1億 3,427 万円 110 億 2,394 万円 74 億 8,921 万円 34 億 5,356 万円 40 億 3,564 万円 46.1％
北 広 島 町 12.6％ 21.3％ 144 億 7,866 万円 168 億 7,925 万円 － 24 億 0,059 万円 20 億 9,610 万円 － 4億 6,804 万円 250 億 6,104 万円 143 億 6,188 万円 91 億 5,851 万円 52 億 0,337 万円 63.8％
大崎上島町 9.8％ 13.8％ 71 億 4,745 万円 78 億 3,438 万円 － 6億 8,693 万円 11 億 7,410 万円 － 2,115 万円 126 億 4,586 万円 22 億 1,394 万円 12 億 9,949 万円 9 億 1,445 万円 58.7％

世 羅 町 15.5％ 19.8％ 128 億 0,995 万円 163 億 7,920 万円 － 35 億 6,925 万円 39 億 3,380 万円 0 219 億 5,492 万円 40 億 8,873 万円 10 億 8,611 万円 30 億 0,262 万円 15.0％

神石高原町 16.6％ 19.8％ 114 億 5,785 万円 134 億 1,949 万円 － 19 億 6,164 万円 20 億 7,348 万円 0 212 億 8,319 万円 86 億 6,980 万円 23 億 4,832 万円 63 億 2,148 万円 27.1％
そ の 他 － － － － － － － － 31 億 5,771 万円 － 31 億 5,771 万円 －

計 13.6％ 17.9％ 1 兆 1,133 億 7,637 万円 1 兆 2,552 億 5,464 万円 －1,418 億 7,826万円 1,526 億 2,950 万円 － 658 億 4,312 万円 1 兆 8,517 億 4,673 万円 1 兆 3,616 億 6,184 万円 9,435 億 9,430 万円 4,180 億 6,753 万円 69.3％

※地方債とは、地方公共団体が特定の経費に充てるための財
源として、一会計年度を越えて負担する債務。
　元利償還は一般財源（地方税及び地方交付税）で行われる。
※企業債とは、地方公共団体の行う企業（公営企業）に要す
る経費に充てるために発行される地方債。
　元利償還は事業収入によって行われる。
※起債とは、地方債を起こすこと。

※公債費とは、地方債の元利償還金。
※起債制限比率は、地方債の許可制限に係る指標。20％以上
になると地方債の発行が制限される。
※実質公債費比率は、公債費に公営企業債の元利償還金に対
する一般会計からの繰り出し金等を加えて求めた地方債の
許可制限に係る指標。18％以上になると地方債の発行に際
し許可が必要となる。

　（起債制限比率・実質公債費比率とも、平成 15 年度から平
成 17 年度の３年度間の平均）

※実質歳入は、歳入合計から地方債及び積立金取崩し額を減
じた額とする。

※実質歳出は、歳出合計に翌年度に繰り越すべき財源を加え、
積立金及び繰上償還金を減じた額とする。

※その他は、広域で起こした企業債を示す。
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【表－２】　計画人口２万人の町が下水道事業を行なった場合の全国平均（平成元年以後）
下水道管理費及び世帯当たりが支払うべき料金（計画人口；２万人）

年度 供用率
下水道管理費

下水道
利用世帯

下水道使用料
徴収金額

（４万５千円／世帯）

下水道料金
不足額

世帯当たりが
支払うべき
下水道料金
（／世帯）

起債元利償還費 維持管理費 合　　計

平成元年 5% 2 億 5,072 万円 1,776 万円 2 億 6,848 万円 333 世帯 1,499 万円 －2億 5,349 万円 80 万 6,246 円

2 10% 3 億 0,496 万円 3,278 万円 3 億 3,774 万円 667 世帯 3,002 万円 －3億 0,772 万円 50 万 6,357 円

3 15% 3 億 6,528 万円 4,704 万円 4 億 1,232 万円 1,000 世帯 4,500 万円 －3億 6,732 万円 41 万 2,320 円

4 20% 4 億 3,776 万円 6,086 万円 4 億 9,862 万円 1,333 世帯 5,999 万円 －4億 3,863 万円 37 万 4,059 円

5 25% 5 億 1,968 万円 7,436 万円 5 億 9,404 万円 1,667 世帯 7,502 万円 －5億 1,902 万円 35 万 6,353 円

6 30% 6 億 2,240 万円 8,762 万円 7 億 1,002 万円 2,000 世帯 9,000 万円 －6億 2,002 万円 35 万 5,010 円

7 35% 6 億 8,368 万円 1 億 0,070 万円 7 億 8,438 万円 2,333 世帯 1 億 0,499 万円 －6億 7,939 万円 33 万 6,211 円

8 40% 7 億 2,816 万円 1 億 1,362 万円 8 億 4,178 万円 2,667 世帯 1 億 2,002 万円 －7億 2,176 万円 31 万 5,628 円

9 45% 7 億 7,265 万円 1 億 2,641 万円 8 億 9,906 万円 3,000 世帯 1 億 3,500 万円 －7億 6,406 万円 29 万 9,687 円

10 50% 8 億 2,017 万円 1 億 3,908 万円 9 億 5,925 万円 3,333 世帯 1 億 4,999 万円 －8億 0,926 万円 28 万 7,804 円

11 55% 8 億 7,185 万円 1 億 5,165 万円 10 億 2,350 万円 3,667 世帯 1 億 6,502 万円 －8億 5,848 万円 27 万 9,111 円

12 60% 9 億 0,529 万円 1 億 6,413 万円 10 億 6,942 万円 4,000 世帯 1 億 8,000 万円 －8億 8,942 万円 26 万 7,355 円

13 65% 9 億 2,353 万円 1 億 7,653 万円 11 億 0,006 万円 4,333 世帯 1 億 9,499 万円 －9億 0,507 万円 25 万 3,880 円

14 70% 9 億 4,177 万円 1 億 8,886 万円 11 億 3,063 万円 4,667 世帯 2 億 1,002 万円 －9億 2,061 万円 24 万 2,261 円

15 75% 9 億 6,001 万円 2 億 0,112 万円 11 億 6,113 万円 5,000 世帯 2 億 2,500 万円 －9億 3,613 万円 23 万 2,226 円

16 80% 9 億 6,001 万円 2 億 1,332 万円 11 億 7,333 万円 5,333 世帯 2 億 3,999 万円 －9億 3,334 万円 22 万 0,013 円

17 85% 9 億 6,001 万円 2 億 2,546 万円 11 億 8,547 万円 5,667 世帯 2 億 5,502 万円 －9億 3,045 万円 20 万 9,188 円

18 90% 9 億 6,001 万円 2 億 3,755 万円 11 億 9,756 万円 6,000 世帯 2 億 7,000 万円 －9億 2,756 万円 19 万 9,593 円

19 95% 9 億 6,001 万円 2 億 4,960 万円 12 億 0,961 万円 6,333 世帯 2 億 8,499 万円 －9億 2,462 万円 19 万 1,001 円

20 100% 9 億 6,001 万円 2 億 6,159 万円 12 億 2,160 万円 6,667 世帯 3 億 0,002 万円 －9億 2,158 万円 18 万 3,231 円

21 100% 9 億 6,001 万円 2 億 6,159 万円 12 億 2,160 万円 6,667 世帯 3 億 0,002 万円 －9億 2,158 万円 18 万 3,231 円

22 100% 9 億 6,001 万円 2 億 6,159 万円 12 億 2,160 万円 6,667 世帯 3 億 0,002 万円 －9億 2,158 万円 18 万 3,231 円

23 100% 9 億 6,001 万円 2 億 6,159 万円 12 億 2,160 万円 6,667 世帯 3 億 0,002 万円 －9億 2,158 万円 18 万 3,231 円

24 100% 9 億 6,001 万円 2 億 6,159 万円 12 億 2,160 万円 6,667 世帯 3 億 0,002 万円 －9億 2,158 万円 18 万 3,231 円

25 100% 9 億 6,001 万円 2 億 6,159 万円 12 億 2,160 万円 6,667 世帯 3 億 0,002 万円 －9億 2,158 万円 18 万 3,231 円

26 100% 9 億 3,441 万円 2 億 6,159 万円 11 億 9,600 万円 6,667 世帯 3 億 0,002 万円 －8億 9,598 万円 17 万 9,391 円

27 100% 8 億 7,681 万円 2 億 6,159 万円 11 億 3,840 万円 6,667 世帯 3 億 0,002 万円 －8億 3,838 万円 17 万 0,751 円

28 100% 8 億 0,641 万円 2 億 6,159 万円 10 億 6,800 万円 6,667 世帯 3 億 0,002 万円 －7億 6,798 万円 16 万 0,192 円

29 100% 7 億 1,041 万円 2 億 6,159 万円 9 億 7,200 万円 6,667 世帯 3 億 0,002 万円 －6億 7,198 万円 14 万 5,793 円

30 100% 6 億 0,161 万円 2 億 6,159 万円 8 億 6,320 万円 6,667 世帯 3 億 0,002 万円 －5億 6,318 万円 12 万 9,474 円

　計画人口２万人の公共下水道の管理運営費の平均を見てみると、供用開始後 10 年間に供用率は、50％（人口；10,000 人、
世帯数；3,333 世帯）となっている。
　起債元利償還までの下水道料金不足額は 255 億円となり、本来１世帯当たりが支払うべき下水道料金は、18 万円である。
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平
成
19
年
度
委
員
会
報
告  

〜
一
年
を
振
り
返
っ
て
〜

　

浄
化
槽
委
員
会
は
、
浄
化
槽
の
更
な

る
普
及
促
進
・
面
的
整
備
を
目
指
し
、

次
に
示
す
�
�
�
を
発
信
し
続
け
て
ま

い
り
ま
し
た
。

��

近
年
、
日
々
の
生
活
か
ら
排
出
さ
れ

る
生
活
雑
排
水
が
、
河
川
な
ど
の
公

共
用
水
域
に
お
け
る
水
質
汚
濁
の
大

き
な
要
因
と
な
っ
て
お
り
、
日
本
固

有
の
豊
か
な
水
環
境
を
保
全
す
る
た

め
に
は
生
活
排
水
対
策
が
急
務
と

な
っ
て
い
る
。

��

国
や
地
方
自
治
体
の
財
政
状
況
は
逼

迫
し
て
お
り
、
そ
の
大
き
な
要
因
の

一
つ
と
し
て
下
水
道
事
業
の
積
極
的

な
推
進
が
挙
げ
ら
れ
る
な
か
、
河
川

の
源
で
あ
る
中
山
間
地
域
に
お
け
る

生
活
排
水
対
策
は
非
常
に
立
ち
遅
れ

て
い
る
。

��

安
価
で
短
期
間
に
整
備
で
き
る
浄
化

槽
は
、
今
後
の
生
活
排
水
対
策
に
最

も
有
効
で
あ
り
、
水
循
環
と
い
う
観

点
か
ら
も
優
れ
た
性
能
を
有
す
る
水

再
生
施
設
で
あ
る
。

��

浄
化
槽
か
ら
良
好
な
放
流
水
を
安
定

的
に
確
保
す
る
た
め
に
、
全
国
環
整

連
浄
化
槽
維
持
管
理
�
ス
�
�
を
実

施
し
、
分
か
り
や
す
い
維
持
管
理
体

制
を
構
築
す
る
こ
と
が
私
た
ち
業
界

の
使
命
で
あ
る
。

　

今
年
度
は
、
昨
年
十
月
二
十
九
日
・

三
十
日
に
全
国
環
整
連
第
三
十
三
回
全

国
大
会
が
開
催
さ
れ
、
多
く
の
行
政
、

議
会
関
係
者
並
�
に
住
民
代
表
に
参
加

し
て
い
た
だ
き
、
私
た
ち
業
界
の
目
指

す
生
活
排
水
処
理
の
姿
を
共
に
認
識
で

き
た
こ
と
が
一
番
の
成
果
だ
と
言
え
ま

す
。
そ
し
て
、
こ
の
大
会
が
大
き
な
起

点
と
な
り
、い
く
つ
か
の
市
町
で
は
「
今

後
ど
の
よ
う
に
浄
化
槽
を
有
効
活
用
す

る
の
か
」
や
「
単
独
処
理
浄
化
槽
か
ら

の
切
替
促
進
に
つ
い
て
」
な
ど
の
具
体

的
な
議
論
が
私
た
ち
業
界
と
協
働
す
る

形
で
始
ま
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
昨
年
四
月
か
ら
一
部
地
域
に

お
い
て
法
定
検
査
第
十
一
条
の
効
率
化

検
査
が
導
入
さ
れ
た
こ
と
に
よ
り
、
着

実
に
受
検
率
が
向
上
し
て
い
ま
す
。
こ

　

当
委
員
会
の
本
年
度
の
主
な
取
り
組

み
と
し
て
、
全
国
環
整
連
�
み
処
理
部

会
の
参
画
と
�
�
ア
�
�
�
ン
21
の
認

証
取
得
の
推
進
に
取
り
組
ん
で
参
り
ま

し
た
。
全
国
環
整
連
�
み
処
理
部
会
の

活
動
内
容
は
全
国
で
�
み
に
関
す
る
業

務
が
継
続
し
て
安
定
し
た
業
務
の
受
注

が
出
来
る
よ
う
活
動
す
る
部
会
で
あ
り

ま
す
。
�
月
25
日
に
は
全
国
環
整
連

一
般
廃
棄
物
（
�
み
）
適
正
処
理
研
修

会
が
開
催
さ
れ
、
全
国
の
組
合
員
さ
ん

が
熱
く
決
起
し
思
い
を
一
つ
に
し
ま
し

た
。

　

そ
し
て
、
�
�
ア
�
�
�
ン
21
は
環

境
経
営
�
ス
�
�
の
一
つ
で
す
が
、
中

小
事
業
者
等
の
環
境
へ
の
取
り
組
み
を

促
進
す
る
と
と
も
に
、
そ
の
取
り
組
み

を
効
率
的
・
効
果
的
に
実
施
す
る
た
め

の
環
境
経
営
�
ス
�
�
で
す
。
我
々
の

業
務
は
環
境
と
の
関
わ
り
が
非
常
に
強

く
「
環
境
保
全
と
公
衆
衛
生
の
向
上
」

と
い
う
観
点
か
ら
当
組
合
か
ら
一
社
で

も
多
く
認
証
さ
れ
る
�
き
で
あ
る
と
考

え
、
�
�
ア
�
�
�
ン
21
地
域
事
務
局

�
ろ
し
ま
の
ス
�
ッ
フ
の
方
々
や
�
ン

�
ル
�
ン
ト
の
先
生
方
の
協
力
を
頂
き
、

推
進
し
て
参
り
ま
し
た
。
取
り
組
み
当

初
か
ら
認
証
取
得
ま
で
約
一
年
掛
か
る

た
め
推
進
し
て
か
ら
の
認
証
取
得
者
は

出
て
い
ま
せ
ん
が
申
請
中
の
組
合
員
が

数
社
、
ま
た
、
取
り
組
み
を
始
め
ら
れ

　

高
速
道
検
討
委
員
会
で
は
、
毎
月
責

任
者
会
議
を
開
催
し
、
各
支
所
か
ら
保

全
管
理
員
と
現
場
責
任
者
が
集
ま
り
、

各
支
所
が
管
轄
す
る
施
設
の
問
題
点
な

ど
を
検
討
し
、
西
日
本
高
速
道
路
�
に

対
し
て
様
々
な
改
善
提
案
を
行
い
ま
し

た
。

　

こ
の
改
善
提
案
に
よ
っ
て
昨
年
は
、

薬
品
購
入
も
広
環
協
の
業
務
に
す
る
こ

と
が
で
き
ま
し
た
が
、
今
年
度
は
、
部

品
購
入
及
�
、
そ
の
部
品
交
換
に
対
す

る
交
換
工
も
広
環
協
の
契
約
に
載
せ
ら

れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

　

広
環
協
共
同
購
買
事
業
に
よ
り
入
手

す
る
薬
品
は
、
従
来
、
西
日
本
高
速
道

路
�
が
直
接
購
入
し
て
い
た
価
格
よ
り

も
大
幅
に
�
ス
ト
�
�
ン
す
る
こ
と
は

勿
論
、
発
注
か
ら
納
品
ま
で
の
�
イ
�

�
ス
も
削
減
さ
れ
る
と
い
う
メ
リ
ッ
ト

が
部
品
購
入
及
�
部
品
交
換
に
つ
な
が

り
、
部
品
と
は
言
え
な
い
大
型
の
物
品

も
数
件
依
頼
を
受
け
る
よ
う
に
発
展
し

て
お
り
ま
す
。

　

ま
た
、
水
質
管
理
上
の
技
術
的
な
報

告
や
意
見
交
換
を
行
う
な
か
で
、
良
い

と
こ
ろ
は
各
支
所
に
持
ち
帰
り
実
践
す

る
こ
と
で
、
各
支
所
間
の
技
術
的
格
差

を
緩
和
す
る
よ
う
取
り
組
ん
で
お
り
ま

す
。

　

当
業
務
に
つ
い
て
は
、
書
類
作
成
が

多
い
の
が
特
徴
で
、
様
々
な
書
類
・
資

料
を
要
求
さ
れ
ま
す
が
、
今
年
度
は
、

共
有
で
き
る
書
類
は
ア
�
�
ス
に
て
共

有
書
類
を
作
成
し
、
作
業
を
簡
素
化
す

る
こ
と
に
も
成
功
い
た
し
ま
し
た
。

　

実
施
に
つ
い
て
は
、
来
年
度
か
ら
で

す
が
、
日
常
の
作
業
に
つ
い
て
も
各
職

員
が
切
磋
琢
磨
し
な
が
ら
改
善
し
て
お

り
ま
す
。

　

当
委
員
会
で
は
、
何
か
問
題
が
発
生

し
た
場
合
は
、
迅
速
に
西
日
本
高
速
道

　

広
環
協
と
し
て
今
年
度
最
も
大
き
な

事
業
は
、
な
ん
と
言
っ
て
も
こ
こ
広
島

で
全
国
環
整
連
第
33
回
全
国
大
会
が
開

催
さ
れ
た
こ
と
で
す
。
当
組
合
の
理
事

役
員
は
も
と
よ
り
、
全
組
合
員
が
一
丸

と
な
っ
て
、
こ
れ
ま
で
に
な
い
規
模
で
、

し
か
も
初
め
て
の
国
際
会
議
と
い
っ
た

形
式
で
行
い
、
貴
重
な
経
験
を
さ
せ
て

い
た
だ
き
ま
し
た
。

　

今
大
会
に
県
内
の
各
市
町
か
ら
議
会

関
係
の
方
や
関
係
行
政
の
方
々
、
ま
た

全
国
か
ら
多
数
の
環
整
連
組
合
員
の
皆

様
に
参
加
し
て
頂
き
、
大
変
�
好
評
い

た
だ
き
ま
し
た
こ
と
は
、
そ
の
後
の
組

合
活
動
の
大
き
な
力
と
な
り
ま
し
た
。

　

今
回
、
全
国
大
会
の
�
�
�
と
し
て

「
浄
化
槽
」
が
取
り
上
げ
ら
れ
ま
し
た

が
、
単
に
汚
水
処
理
装
置
と
し
て
の
観

点
か
ら
だ
け
で
は
な
く
、
水
の
再
生
、

い
わ
�
る
リ
�
イ
�
ル
施
設
と
し
て
、

ま
た
�
ス
ト
面
か
ら
も
下
水
道
に
代
わ

る
汚
水
処
理
施
設
と
し
て
再
認
識
し
て

い
た
だ
く
良
い
機
会
で
あ
っ
た
と
思
い

ま
す
。

　

適
正
処
理
推
進
委
員
会
と
し
て
も
各

地
域
の
生
活
排
水
処
理
計
画
の
中
で
、

こ
れ
ま
で
以
上
に
下
水
道
と
並
�
処
理

計
画
の
大
き
な
柱
と
し
て
い
た
だ
く
よ

う
、
関
係
行
政
に
働
き
か
け
を
し
て
行

き
た
い
と
思
い
ま
す
。

　

さ
て
、
今
年
度
の
委
員
会
活
動
と
い

た
し
ま
し
て
は
、
廃
棄
物
の
適
正
処
理

に
資
す
る
た
め
、
処
理
責
任
区
域
を
明

確
に
す
る
な
ど
、
適
正
な
処
理
計
画
策

定
に
向
け
現
地
支
援
す
る
こ
と
を
活
動

計
画
と
し
て
行
な
っ
て
ま
い
り
ま
し

た
。
特
に
江
田
島
市
に
お
い
て
は
、
昨

　

今
年
度
、
本
長
委
員
長
か
ら
合
理
化

委
員
長
と
い
う
重
責
を
引
き
継
�
事
と

な
り
、
一
年
間
委
員
会
活
動
を
続
け
て

来
ま
し
た
が
、
行
政
交
渉
の
現
地
支
援

に
止
ま
り
、
私
自
身
反
省
点
が
残
る
一

年
と
な
り
ま
し
た
。

　

現
地
支
援
の
同
行
に
際
し
、
市
町
村

合
併
を
終
え
当
面
の
期
間
を
過
�
、
合

併
市
町
村
間
で
の
地
域
格
差
�
責
任
区

域
�
、
�
業
務
形
態
�
、
�
料
金
�
、
�
合
理

化
�
な
ど
未
だ
未
整
理
な
問
題
が
残
っ

て
お
り
、
当
委
員
会
も
適
正
処
理
推
進

委
員
会
と
共
に
こ
の
問
題
を
重
要
課
題

と
し
、
合
理
化
協
定
締
結
に
向
け
た
協

議
を
進
め
て
お
り
ま
す
。

　

私
た
ち
が
携
わ
る
一
般
廃
棄
物
処
理

は
、
市
町
村
処
理
責
任
の
下
、
生
活
環

境
の
保
全
上
渋
滞
す
る
事
が
許
さ
れ
な

い
業
務
で
あ
り
、
下
水
道
等
の
整
備
に

伴
い
業
務
量
が
減
少
す
る
最
中
、
最
後

の
一
軒
が
下
水
道
に
接
続
さ
れ
る
ま
で

の
間
、
私
た
ち
業
界
は
「
下
水
道
の
整

備
等
に
伴
う
一
般
廃
棄
物
処
理
業
等
の

合
理
化
に
関
す
る
特
別
措
置
法
」
の
制

定
さ
れ
た
趣
旨
を
尊
重
し
、
代
替
業
務

で
事
業
転
換
を
図
り
本
来
業
務
を
適
正

に
遂
行
す
る
こ
と
が
求
め
ら
れ
ま
す
。

　

そ
の
為
に
も
合
理
化
協
定
の
締
結
は

重
要
不
可
欠
で
あ
る
事
か
ら
、
引
き
続

き
重
点
課
題
と
し
て
取
り
組
ん
で
行
き

　

平
成
19
年
度
広
報
委
員
会
の
主
な
活

動
と
し
ま
し
て
は
、
昨
年
10
月
に
開
催

さ
れ
ま
し
た
「
全
国
環
整
連
第
33
回
全

国
大
会
IN
広
島
」
を
広
報
紙
と
�
Ｐ
に

よ
り
広
く
開
催
案
内
し
て
ま
い
り
ま
し

た
。
結
果
と
し
て
１
８
７
０
名
の
�
参

加
を
い
た
だ
き
、
今
後
の
生
活
排
水
処

理
対
策
の
あ
る
�
き
姿
を
明
確
に
示
し

た
大
会
開
催
報
告
を
広
報
紙
「
広
環
協
」

第
28
号
に
掲
載
す
る
こ
と
が
で
き
ま
し

た
。

　

ま
た
今
年
度
は
�
Ｐ
の
更
新
管
理
に

も
力
を
い
れ
て
ま
い
り
ま
し
た
。
事
務

処
理
の
Ｏ
�
化
に
伴
い
経
営
体
制
も
近

代
化
し
て
い
る
今
、
広
報
紙
だ
け
で
な

く
�
Ｐ
で
も
情
報
を
発
信
し
て
い
く

こ
と
で
、
広
報
委
員
会
の
目
的
で
あ

る
、
組
合
員
及
�
関
係
各
機
関
に
廃
棄

物
処
理
行
政
の
現
状
及
�
今
後
の
展
望

な
ど
の
理
解
を
よ
り
広
く
深
め
て
い
た

だ
け
る
よ
う
更
新
管
理
し
て
ま
い
り
ま

し
た
。
し
か
し
広
環
協
�
Ｐ
は
未
知
数

の
可
能
性
を
秘
め
て
お
り
ま
す
の
で
皆

様
方
か
ら
の
情
報
を
頂
き
な
が
ら
発
展

さ
せ
て
ま
い
り
た
い
と
考
え
て
お
り
ま

す
。

　

�
Ｐ
の
み
な
ら
�
、
広
報
委
員
会
と

し
て
今
後
は
組
合
員
皆
様
方
か
ら
の
情

報
提
供
や
�
要
望
を
頂
き
な
が
ら
、
他

の
委
員
会
と
も
連
携
し
、
浄
化
槽
維
持

管
理
�
ス
�
�
の
必
要
性
や
方
法
等
、

組
合
員
の
た
め
に
な
る
情
報
発
信
を
心

が
け
て
ま
い
り
ま
す
の
で
引
き
続
き
�

指
導
の
ほ
ど
宜
し
く
お
願
い
い
た
し
ま

す
。 広

報
委
員
会

委
員
長　

池
田　

智
成

　

今
年
度
の
組
織
運
営
委
員
会
の
事
業

活
動
を
振
り
返
り
ま
す
と
、
共
同
購
買

事
業
の
普
及
促
進
と
全
国
環
整
連
第
33

回
全
国
大
会
へ
の
参
加
を
中
心
に
活
動

し
て
ま
い
り
ま
し
た
。

　

ま
�
、
共
同
購
買
事
業
の
普
及
促
進

活
動
に
つ
い
て
は
、
今
年
度
は
共
同
購

買
事
業
業
者
が
新
た
に
１
業
者
加
わ

り
、
全
11
業
者
で
構
成
を
し
、
共
同
購

買
品
目
の
追
加
や
各
業
者
の
価
格
表
と

発
注
依
頼
書
の
様
式
を
統
一
化
し
、
よ

り
ス
�
�
�
に
皆
様
の
元
に
納
品
出
来

る
よ
う
改
善
致
し
ま
し
た
。

　

こ
の
こ
と
に
よ
り
、
全
組
合
員
65
業

者
の
内
、
43
業
者
の
�
利
用
を
頂
く
結

果
と
な
り
、
昨
年
度
よ
り
約
20
％
の
事

業
収
入
増
に
つ
な
が
っ
て
お
り
ま
す
。

　

ま
た
、
今
年
度
は
全
国
環
整
連
第
33

回
全
国
大
会
が
�
ラ
ン
�
�
リ
ン
ス
�

�
ル
広
島
に
て
開
催
さ
れ
ま
し
た
。
組

合
員
並
�
に
共
同
購
買
業
者
の
皆
様
に

は
協
賛
広
告
集
を
作
る
に
あ
た
り
多
大

な
る
�
理
解
と
�
協
力
を
賜
り
厚
く
御

礼
申
し
上
げ
ま
す
。

　

ま
た
反
省
点
の
意
味
も
含
め
、
共
同

購
買
事
業
を
�
利
用
頂
け
て
い
な
い
組

合
員
に
こ
の
場
を
お
借
り
し
て
申
し
上

げ
た
い
こ
と
は
、
共
同
購
買
事
業
に
参

加
す
る
こ
と
が
事
業
収
入
増
に
つ
な
が

り
、
重
要
な
組
合
活
動
の
一
環
で
あ
る

に
も
関
わ
ら
�
、
購
買
事
業
を
�
利
用

し
て
頂
け
な
い
と
い
う
現
状
は
、
深
刻

な
問
題
で
あ
る
と
い
う
こ
と
で
す
。
い

ま
一
度
共
同
購
買
事
業
の
意
義
と
組
合

活
動
理
念
の
本
質
で
あ
る
「
相
互
扶
助

の
精
神
」
に
つ
い
て
再
認
識
し
て
頂
き

た
い
と
強
く
感
じ
て
お
り
ま
す
。

　

ま
た
組
織
運
営
委
員
会
と
し
て
も
、

共
同
購
買
事
業
を
行
う
こ
と
の
動
機
�

け
（m

otivation

）
を
上
げ
「
結
果
」

の
だ
せ
る
委
員
会
活
動
を
来
年
度
も
引

き
続
き
行
い
た
い
と
思
い
ま
す
の
で
宜

し
く
お
願
い
致
し
ま
す
。

組
織
運
営
委
員
会

委
員
長　

坂
下　

俊
二

た
い
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　

今
後
、
行
政
と
一
体
と
な
っ
た
適
正

処
理
を
遂
行
す
る
為
に
は
、
今
一
度
業

者
自
ら
襟
を
正
し
、
社
内
教
育
や
技
術

力
の
向
上
、
�
�
ビ
ス
の
徹
底
化
を
図

り
、
住
民
か
ら
必
要
と
さ
れ
る
業
者
へ

と
成
長
さ
せ
る
事
が
求
め
ら
れ
る
事
と

思
わ
れ
ま
す
。

　

引
き
続
き
当
委
員
会
は
支
部
と
の
連

携
を
図
り
、
行
政
と
共
通
認
識
の
下
に

立
ち
全
県
下
合
理
化
達
成
を
目
指
し
邁

進
す
る
所
存
で
�
�
い
ま
す
の
で
、
皆

様
の
�
協
力
の
程
、
宜
し
く
お
願
い
い

た
し
ま
す
。

合
理
化
対
策
委
員
会

委
員
長　

谷
山　

紀
行

年
度
の
活
動
の
中
で
平
成
19
年
�
月
１

日
に
浄
化
槽
に
つ
い
て
も
責
任
区
域
を

明
確
に
し
て
い
た
だ
き
ま
し
た
が
、
そ

の
後
の
状
況
確
認
で
は
大
き
な
問
題
も

無
く
、
�
し
ろ
許
可
業
者
の
責
任
が
明

確
に
な
り
、
今
年
度
か
ら
「
効
率
化
検

査
」
が
導
入
さ
れ
た
浄
化
槽
の
法
定
検

査
受
検
な
ど
、
設
置
者
の
不
利
益
に
な

ら
な
い
よ
う
積
極
的
な
働
き
か
け
が
で

き
る
よ
う
に
な
り
ま
し
た
。

　

今
後
も
、
廃
掃
法
の
目
的
で
あ
る
「
国

民
の
生
活
環
境
保
全
及
�
公
衆
衛
生
の

向
上
を
図
る
」
た
め
、
処
理
責
任
区
域

を
明
確
に
す
る
こ
と
が
適
正
処
理
に
資

す
る
と
信
じ
、
委
員
会
活
動
を
続
け
て

ま
い
り
た
い
と
思
い
ま
す
。

適
正
処
理
推
進
委
員
会

委
員
長　

沈　
　

勝
義

路
�
中
国
支
社
や
各
管
理
事
務
所
に
出

向
き
報
告
や
協
議
を
行
う
こ
と
で
、
問

題
を
最
小
限
に
と
ど
め
、
水
管
理
の
こ

と
な
ら
�
広
環
協
に
任
せ
て
お
け
�
大

丈
夫
だ
と
安
心
し
て
も
ら
え
る
よ
う

日
々
努
力
を
し
て
参
り
ま
し
た
。

　

来
年
度
も
こ
の
活
動
を
継
続
し
て
、

よ
り
充
実
し
た
機
動
力
の
あ
る
委
員
会

と
し
て
邁
進
し
た
い
と
思
い
ま
す
。

高
速
道
業
務
検
討
委
員
会

委
員
長　

谷
山　
　

誠

た
組
合
員
が
約
10
社
お
ら
れ
ま
す
。
本

年
度
も
残
り
わ
�
か
で
す
が
、
今
後
も

多
く
の
組
合
員
が
認
証
取
得
出
来
る
よ

う
頑
張
っ
て
参
り
ま
す
。
一
年
間
�
協

力
あ
り
が
と
う
�
�
い
ま
し
た
。

一
廃
清
掃
委
員
会

委
員
長　

岡
本　
　

浩

れ
は
、
平
成
十
七
年
度
の
浄
化
槽
法
の

改
正
を
踏
ま
え
、
県
並
�
に
各
自
治
体

に
お
け
る
広
報
活
動
な
ど
に
加
え
、
私

た
ち
業
界
が
全
国
環
整
連
浄
化
槽
維
持

管
理
�
ス
�
�
を
実
施
す
る
な
か
で
、

三
業
務
（
清
掃
、
保
守
点
検
、
法
定
検

査
）
の
役
割
や
実
施
月
を
分
か
り
や
す

く
設
置
管
理
者
に
説
明
し
て
き
た
一
つ

の
成
果
と
言
え
ま
す
。

　

以
上
の
こ
と
か
ら
、
今
後
と
も
浄
化

槽
の
適
正
な
維
持
管
理
に
邁
進
す
る
と

と
も
に
、
浄
化
槽
を
有
効
活
用
し
た
生

活
排
水
処
理
の
新
た
な
姿
を
地
域
社
会

に
提
案
す
る
と
き
が
来
た
と
言
え
る
で

し
�
う
。

浄
化
槽
委
員
会

委
員
長　

佐
伯　

光
生

モリタエコノス
本 社
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【開催趣旨】

　高度経済成長を遂げた日本が取り組むべき課題

の一つは環境問題である。我々は事業活動と環境

の関わりに気付き、改善の目標を持ち、行動する

為の仕組みが必要不可欠であります。そこで、環

境マネジメントシステムのガイドラインの一つで

ある EA21 に着目し、各組合員が認証取得を目指

すための説明会を開催します。

　広環協一廃清掃委員会は平成 20 年２月 15 日、

広環協事務所において第２回 EA21 認証取得説明

会を開催し、取得に向け今から取り組む組合員 10

業者がこれに参加した。

　すでに認証取得された一廃清掃委員でもある有限

会社生必クリーナーの取り組みを基に一廃清掃委員

の川内氏から「EA21 の解説」、委員長の岡本氏か

らは「取組手順」についてそれぞれ説明があり、認

証取得にむけた取り組みが紹介された。これまで、

認証取得までには多くの時間と労力が必要と思われ

ていたが、そういったイメージを払拭させる意義深

い説明会となった。

　我々の業界はまさしく環境に対する業務を行って

いる。組合員によっては創業 50 年を超え半世紀に

わたり環境対策に取り組んでいる。その我々業界が

今まで通り事業活動に伴う環境負荷をかけ続けるこ

となく、率先して EA21 を取得することで環境負

荷の軽減化を図ることも重要ではないでしょうか。

今回の説明会では 10 業者が参加したが、今後はよ

り多くの組合員が認証取得を目指し、より深い環境

対策に取り組むべきであると考えている。

　平成 20年１月 25日（金）13：00 より東

京都内の如水会館２階スターホールにおい

て、全国環整連平成 19 年度第５回理事会が

開催され、全国から約 300 名が参加した。

　この度の理事会には総務省自治行政局行政

課から行政第三係長の工藤　学氏を招き「地

方自治体の入札制度」について講演があり、

入札制度の方法から仕組みについて説明がな

された。

　講演終了後、平成19年度各部会報告が行わ

れ、中でも、浄化槽部会から、浄化槽の保守

点検における省令回数について、年３回以上

実施する場合の理由について部会内部での統

計分析の結果、年３回で十分であると根拠説

明がなされた。また、このことから全国の県

連に対し、住民への信頼性から、全国的にば

らついた現状の維持管理体制を、３回に統一

する事の周知が呼びかけられた。会場から様々

な質問、或は議論した結果、各県連の意識調

査の取りまとめについて今後進めていく方針

となった。関係法律が改正の動向に向かって

いる背景から、年３回の維持管理体制は必須

の条件になると考える。また、予てより問題

とされていた（合併）浄化槽が公共下水道へ

接続される問題について、関連法規の改正に

て対処していくことがあらためて確認され、

その進捗状況が報告された。

　続いて、適正処理推進部会の大西部会長か

らは、全国水源の里連絡協議会について、全

国の限界集落等の過疎地域活性化を目的と

し、各地域の市町村長からなる協議会が発足

されたとの説明があり、全国環整連に後援依

頼があった事について協議が行われた。全国

環整連として初年度は、京環協等の有志で募

り進めていく方向性で纏められ、全国環整連

の方針である浄化槽の推進から、各限界集落

地域における生活排水整備の有り方を主張し

ていくべきだと方向性の結論が出された。

　理事会終了後には懇親会が行われ、政界か

ら多く来賓者が訪れ、浄化槽の下水道接続問

題に関して、一刻も早い生活排水処理の見直

しがなされるよう取り組みたいと挨拶された。

全国環整連 平成19年度
第５回理事会開催報告

EA21認証取得
説明会開催

会社概要

事 業 所

東芝ＩＴコントロールシステム株式会社


